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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第31期

第１四半期連結
累計期間

第32期
第１四半期連結

累計期間
第31期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

営業収益 （百万円） 26,681 33,255 183,016

経常利益 （百万円） 3,113 4,439 33,832

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,198 2,832 16,557

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,442 638 16,399

純資産額 （百万円） 240,611 249,151 251,905

総資産額 （百万円） 1,039,431 1,019,653 1,033,557

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 6.68 8.61 50.31

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.8 19.9 19.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結累計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本資料の提出日現在において当社グループが判断したものです。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、弱さもみられますが、緩やかな回復基調が続いております。

先行きについては、雇用・所得環境の改善傾向が続く中で、各種政策の効果もあり、緩やかに回復していくことが

期待されます。一方、海外経済で弱さが見られており、中国を始めとするアジア新興国や資源国等の景気が下振れ

し、我が国の景気が下押しされるリスクがある中、英国におけるBrexit等、海外情勢の不確実性の高まりや金融資

本市場の変動の影響に留意する必要があります。

　賃貸オフィス市場においては、空室率の改善傾向が続くとともに、賃料相場も一部には上昇が見られました。マ

ンション分譲市場においては、地価の上昇や建築コストの高止まり等に伴う販売価格の上昇が続く中で、都心部の

物件を中心に需要は堅調であるものの、郊外においては販売が長期化する物件も見られました。

　こうした事業環境の中、当第１四半期連結累計期間における経営成績については、営業収益は33,255百万円（前

年同期比6,573百万円増、24.6%増）、営業利益は5,225百万円（前年同期比1,307百万円増、33.4%増）、経常利益

は4,439百万円（前年同期比1,326百万円増、42.6%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,832百万円（前年

同期比634百万円増、28.8%増）となりました。

 

以下、セグメント情報については、当第１四半期連結累計期間より変更したセグメント区分に組替えております。

① オフィス・商業事業

　当第１四半期連結累計期間におけるオフィス・商業事業については、アーバンネット日本橋二丁目ビル（東京

都中央区）、アーバンネット銀座一丁目ビル（東京都中央区）等の前連結会計年度に竣工した物件や既存物件の

空室率改善等による収益の確保に取り組んでまいりました。

　営業収益は、新規物件の貢献や既存物件の空室率改善に伴う賃料収入が増加したことなどにより前年同期に比

べ、207百万円増加し、20,593百万円（前年同期比1.0%増）となりました。営業利益は1,241百万円増加し、

5,828百万円（前年同期比27.1%増）となりました。

　なお、現在進行中の開発案件としては、大手町二丁目地区第一種市街地再開発事業Ａ棟（東京都千代田区）、

（仮称）新橋一丁目プロジェクト（東京都港区）、（仮称）ユニバーサルシティ駅前プロジェクト（大阪府大阪

市）等があります。

 

② 住宅事業

　住宅事業については、住宅分譲事業において、新たに竣工した物件を中心に87戸の引渡しを行いました。ま

た、当第１四半期連結累計期間は郊外物件中心の引渡しであったことなどから、戸当たり平均単価は38百万円と

なりました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間における住宅事業の営業収益は4,978百万円増加し、8,769百万円（前

年同期比131.3%増）となりました。営業利益は101百万円減少し、338百万円（前年同期比23.1%減）となりまし

た。

　なお、当第１四半期連結累計期間には、ウエリス船橋夏見（千葉県船橋市）、ウエリスあざみ野（神奈川県横

浜市）等の販売を開始いたしました。
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③ その他

　当第１四半期連結累計期間におけるその他の事業については、営業収益は5,114百万円（前年同期比1,403百万

円増、37.8%増）、営業利益は395百万円（前年同期比199百万円増、102.0%増）となりました。

 

(2）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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(4）営業収益の状況

　当第１四半期連結累計期間より変更した、セグメントごとの営業収益の状況は、以下のとおりです。なお、本文

において各事業の営業収益は、セグメント間の内部営業収益または振替高を含んだ数値を記載しております。

（単位：百万円）

セグメントの名称

当第１四半期連結累計期間

 （自　平成28年４月１日

　 至　平成28年６月30日）

前年同期比（％）

オフィス・商業事業  20,593 101.0

住宅事業  8,769 231.3

報告セグメント計  29,362 121.4

その他  5,114 137.8

消去  △1,221 －

合計 33,255 124.6

（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。また、各セグメントの収益にはセグメント間の内部

営業収益または振替高が含まれております。

２．「消去」は、各セグメント間において重複している内部営業収益または振替高を指しております。

 

　また、当社グループの主たる事業であるオフィス・商業事業および住宅事業の状況は、以下のとおりです。

 

　(オフィス・商業事業）

　オフィス・商業事業における営業収益等の状況は、以下のとおりです。なお、各数値は連結の数値を記載して

おります。

区分 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

オフィス・商業賃貸

営業収益 20,344百万円 20,566百万円

貸付可能面積
 1,235,590㎡  1,137,132㎡

（うち、転貸 65,967㎡）（うち、転貸 99,140㎡）

収益不動産売却 営業収益 － －

その他 営業収益 41百万円 27百万円

営業収益合計 20,386百万円 20,593百万円

　（注）１．貸付可能面積は、６月末日時点の数値です。

２．転貸による貸付可能面積には、当社および連結子会社間の契約による転貸は含まれておりません。

３．前第１四半期連結累計期間の業績については、当第１四半期連結累計期間より変更したセグメント区分

に組替えております。

 

　また、当社グループの四半期ごとの空室率の状況は、以下のとおりです。

区分 平成27年６月 平成27年９月 平成27年12月 平成28年３月 平成28年６月

都心５区 14.2％ 10.8％  9.2％  6.3％ 4.2％

全国 10.5％  8.7％  7.5％  5.7％ 4.8％

　（注）１．空室率は、各月末日現在の数値です。

２．「都心５区」とは、千代田区、中央区、港区、渋谷区および新宿区を指しております。
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(住宅事業）

　住宅事業における営業収益の状況は、以下のとおりです。なお、各数値は連結の数値を記載しております。

（単位：百万円）

区分 前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

住宅分譲 3,097 8,329

住宅賃貸 693 439

その他 － －

営業収益合計 3,790 8,769

（注）前第１四半期連結累計期間の業績については、当第１四半期連結累計期間より変更したセグメント区分に組

替えております。

 

　住宅事業における、住宅分譲の種類別・地域別の営業収益等の状況は、以下のとおりです。

区分

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

戸数・区画数
営業収益

（百万円）
戸数・区画数

営業収益

（百万円）

分譲マンション     

 

 

 

引渡戸数
首都圏 44 1,650 65 4,749

その他の地域 21 869 21 2,740

完成在庫 153 － 382 －

宅地分譲等     

 

 

 

引渡数
首都圏 1 151 8 296

その他の地域 20 425 27 543

完成在庫 42 － 35 －

分譲マンション／宅地分譲等合計     

 

 

 

引渡数
首都圏 45 1,802 73 5,045

その他の地域 41 1,294 49 3,284

完成在庫 196 － 417 －

住宅分譲その他     

 

 

 

引渡数
首都圏 － － － －

その他の地域 － － － －

完成在庫 － － － －

営業収益合計 － 3,097 － 8,329

（注）１．共同事業物件については、当社事業割合に応じた戸数を記載し、小数点以下は切捨てで表示しておりま

す。

２．完成在庫は、６月末日時点の数値です。分譲マンションの完成在庫には、契約済未引渡しの物件が、前

第１四半期連結累計期間は31戸、当第１四半期連結累計期間は64戸含まれており、宅地分譲等の完成在

庫には、契約済未引渡しの物件が、前第１四半期連結累計期間は30区画、当第１四半期連結累計期間は

20区画含まれております。

３．宅地分譲等の引渡数のうち、前第１四半期連結累計期間は１件（151百万円）が土地の一部売却によるも

のです。

４．「首都圏」とは、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、茨城県、群馬県および栃木県を指しておりま

す。
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(5）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

　オフィス・商業市場においては、空室率の改善、賃料水準の底打ち感が見られております。当社としては、従来

型の長期保有を前提とした開発から販売型の開発への比重を高めるとともに、他社とのコラボレーション、商業・

住宅事業などの複合開発および地域再開発事業への参画などの取り組みを通じ、開発力を高め、収益の向上に努め

てまいります。

　マンション分譲市場は、地価の上昇や建築コストの高止まり等に伴う販売価格の上昇が続く中で、都心部の物件

を中心に需要は堅調であるものの、郊外においては販売が長期化する物件も見られました。当社としては、商品付

加価値の向上、コスト削減に努め利益の確保に取り組んでまいります。

 

(6）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結累計期間においては、借入金返済、運転資金および投資等の資金需要に対して、金融機関から

の借入等により資金調達を行いました。

 

(7）株式会社の支配に関する基本方針について

　当社としては、親会社の議決権の所有割合が50％を超えている現状に鑑みて、株式会社の支配に関する基本方針

を特段定めておらず、現時点では買収防衛策も導入しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,050,000,000

計 1,050,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月３日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 329,120,000 329,120,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 329,120,000 329,120,000 ― ―

（注）提出日現在の発行済株式のうち、30,630,000株は、現物出資（建物等927百万円、土地（89,492㎡）2,144百

万円）によるものです。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

　平成28年４月１

日～平成28年６月30

日

－ 329,120,000 － 48,760 － 34,109

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載ができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他）
普通株式

329,113,400
3,291,134 ―

単元未満株式
普通株式

6,600
― ―

発行済株式総数 329,120,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,291,134 ―

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。

　「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式が77株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
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２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 14,846 16,281

受取手形及び営業未収入金 9,170 3,188

販売用不動産 41,736 38,218

仕掛販売用不動産 99,374 100,775

未成工事支出金 248 294

原材料及び貯蔵品 58 44

リース投資資産 2,224 2,187

預け金 1,360 828

繰延税金資産 425 440

その他 8,665 8,177

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 178,110 170,437

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 617,052 617,279

減価償却累計額 △337,594 △341,427

建物及び構築物（純額） 279,458 275,852

機械装置及び運搬具 11,902 11,923

減価償却累計額 △10,345 △10,425

機械装置及び運搬具（純額） 1,557 1,497

土地 494,722 495,629

リース資産 315 201

減価償却累計額 △222 △131

リース資産（純額） 92 69

建設仮勘定 3,604 2,380

その他 13,675 13,741

減価償却累計額 △11,216 △11,342

その他（純額） 2,459 2,399

有形固定資産合計 781,895 777,829

無形固定資産 25,994 25,760

投資その他の資産   

投資有価証券 24,311 22,023

長期前払費用 15,072 14,888

退職給付に係る資産 147 168

繰延税金資産 556 575

その他 7,468 7,968

投資その他の資産合計 47,557 45,625

固定資産合計 855,447 849,215

資産合計 1,033,557 1,019,653
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 9,182 3,474

短期借入金 6,530 30,670

リース債務 40 29

1年内返済予定の長期借入金 36,775 31,438

1年内償還予定の社債 19,999 19,999

未払法人税等 1,064 537

繰延税金負債 380 374

その他 41,488 45,014

流動負債合計 115,462 131,539

固定負債   

社債 110,975 110,977

長期借入金 371,739 358,345

リース債務 87 65

受入敷金保証金 69,424 70,827

負ののれん 22,951 22,473

繰延税金負債 58,658 58,641

役員退職慰労引当金 27 24

退職給付に係る負債 8,215 8,108

資産除去債務 2,424 2,136

その他 21,684 7,362

固定負債合計 666,189 638,962

負債合計 781,651 770,501

純資産の部   

株主資本   

資本金 48,760 48,760

資本剰余金 31,648 31,648

利益剰余金 118,437 118,308

自己株式 △0 △0

株主資本合計 198,846 198,717

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,003 2,699

繰延ヘッジ損益 △9 △64

為替換算調整勘定 5,261 2,857

退職給付に係る調整累計額 △1,066 △1,044

その他の包括利益累計額合計 7,187 4,448

非支配株主持分 45,871 45,985

純資産合計 251,905 249,151

負債純資産合計 1,033,557 1,019,653
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業収益 26,681 33,255

営業原価 19,181 23,814

営業総利益 7,500 9,440

販売費及び一般管理費 3,581 4,214

営業利益 3,918 5,225

営業外収益   

受取利息 14 2

受取配当金 62 71

負ののれん償却額 481 481

持分法による投資利益 88 99

その他 76 154

営業外収益合計 723 808

営業外費用   

支払利息 1,521 1,312

その他 7 282

営業外費用合計 1,529 1,594

経常利益 3,113 4,439

特別利益   

固定資産売却益 382 －

特別利益合計 382 －

特別損失   

固定資産除却損 54 42

特別損失合計 54 42

税金等調整前四半期純利益 3,441 4,396

法人税等 874 1,019

四半期純利益 2,567 3,377

非支配株主に帰属する四半期純利益 368 544

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,198 2,832
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 2,567 3,377

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △43 △303

繰延ヘッジ損益 － △54

為替換算調整勘定 △1,065 △2,404

退職給付に係る調整額 △16 22

その他の包括利益合計 △1,125 △2,739

四半期包括利益 1,442 638

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,073 93

非支配株主に係る四半期包括利益 368 544
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（有形固定資産の減価償却方法・耐用年数の変更）

　従来、当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について主として定率法を採用しておりまし

たが、当第１四半期連結会計期間より、定額法に変更しております。

　当社グループは、当社グループを取り巻く環境の変化に対応し、「「中期ビジョン2018」の修正について」で

各事業の戦略を見直しており、都心オフィス事業を始めとした今後の開発パイプラインへの投資及び既存の旗艦

ビルへの戦略的リニューアル投資を推進することで、オフィスビルの稼働率がより安定的に推移するものと考え

ております。

　その結果、今後は有形固定資産の安定的な使用が見込まれることから、減価償却方法は定額法がより望ましい

と考え、変更を実施いたしました。

　また、当社及び主要な国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より使用実態に基づき一部の有形固定資

産について耐用年数の見直しを行っております。

　これにより、従来の方法に比べ、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益が547百万円増加しております。

　なお、この変更がセグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん及び負ののれ

んの償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 5,967百万円 4,663百万円

のれんの償却額 2 2

負ののれん償却額 481 481

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月23日

定時株主総会
普通株式 2,632 利益剰余金 ８ 平成27年３月31日 平成27年６月24日

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月21日

定時株主総会
普通株式 2,962 利益剰余金 ９ 平成28年３月31日 平成28年６月22日
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
オフィ
ス・商業
事業

住宅事業 計

営業収益        

外部顧客への営業収益 20,160 3,788 23,949 2,732 26,681 - 26,681

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
225 1 227 978 1,205 △1,205 -

計 20,386 3,790 24,176 3,710 27,887 △1,205 26,681

セグメント利益 4,586 440 5,027 195 5,222 △1,303 3,918

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びその他の収益を獲得する

事業活動であり、建築物等の設計、施工及び工事監理、オフィスビルの建物管理や冷暖房供給、オ

フィスビルのサービス付帯設備として飲食施設の運営等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,303百万円には、セグメント間取引消去８百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,312百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 
オフィ
ス・商業
事業

住宅事業 計

営業収益        

外部顧客への営業収益 20,345 8,763 29,109 4,146 33,255 - 33,255

セグメント間の内部

営業収益又は振替高
248 5 253 967 1,221 △1,221 -

計 20,593 8,769 29,362 5,114 34,476 △1,221 33,255

セグメント利益 5,828 338 6,166 395 6,562 △1,336 5,225

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント及びその他の収益を獲得する

事業活動であり、建築物等の設計、施工及び工事監理、オフィスビルの建物管理や冷暖房供給、オ

フィスビルのサービス付帯設備として飲食施設の運営等の事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△1,336百万円には、セグメント間取引消去７百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△1,343百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメン

トに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　　（報告セグメントの変更）

　当第１四半期連結会計期間より、現状の事業環境や当社の組織形態等を踏まえ、従来の「不動産賃

貸事業」セグメント、「分譲事業」セグメントを「オフィス・商業事業」セグメント、「住宅事業」

セグメントに名称変更しております。

　これに伴い、「不動産賃貸事業」セグメントに区分していた賃貸住宅事業について、個人向け住宅

分譲と一体となった事業運営を行うため、「住宅事業」セグメントへ変更しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメン

トの区分に基づき作成したものを開示しております。

　　（有形固定資産の減価償却方法・耐用年数の変更）

　「会計方針の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より有形固定資産の減価償却方法

を定額法に変更し、一部の有形固定資産について耐用年数の見直しを行っております。

　これにより、従来の方法に比べ、当第１四半期連結累計期間のセグメント利益が、「オフィス・商

業事業」で510百万円、「住宅事業」で27百万円及び「その他」で２百万円増加しております。ま

た、「調整額」に含まれる各報告セグメントに配分していない全社費用が６百万円減少しておりま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 6円68銭 8円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,198 2,832

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
2,198 2,832

普通株式の期中平均株式数（株） 329,120,000 329,119,923

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月２日

エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 大 木 正 志

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 深 井 康 治

 
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 寺 田   裕

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエヌ・ティ・

ティ都市開発株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28

年４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エヌ・ティ・ティ都市開発株式会社及び連結子会社の平成28年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。
 

強調事項

　会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より有形固定資産の

減価償却方法の変更及び耐用年数の見直しを実施している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しています。

　     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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